
５．その他（関連予算等）



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．WAGRIやAIの活用等を通じた農業者のデータ活用の促進
① 農業者の利便性向上等に向けた取組

WAGRIを活用したサービスを利用する農業者の利便性の向上と、データ活用
の一層の推進を図るため、営農管理システム（FMIS）等に入力されるデータ
を集約・共有できるようにするとともにビッグデータ等として活用する仕組みの構築
に向けた調査・検討を行います。
② 地域特性への対応力強化に向けた取組
現場レベルでデータ活用の普及を推進するため、WAGRIや農業特化型基本

AIモデルをベースに、地域特性に対応可能な地域版の農業データ連携基盤及
び地域特化型AIの実証等を行います。
③ WAGRIのセキュリティ機能の強化等

①②に対応するためのWAGRIのセキュリティ機能の強化等を行います。
２．オープンAPI等を活用した農業関連データの共有・統一化

データ活用環境の整備に向け、オープンAPI等を活用した、異なるメーカーの機
器・システムから取得されるデータの連携実証や新たなサービス開発を実施します。

３．農業データの川下とのデータ連携の推進
デジタル技術を活用した社会的ニーズの高い価値を創造・提供する取組

（DX）の一層の充実を図るため、ukabisを活用した農業データの川下との
データ連携実証を行います。

①農林水産データ管理・活用基盤強化 【令和８年度予算概算要求額 259（150）百万円】

＜対策のポイント＞
農業の生産性向上に向けては、各種センサ等で得られたデータの活用が不可欠です。このため、

①データ連携・共有・提供機能を有する農業データ連携基盤（WAGRI）や、AIの活用等を通じて農業者のデータ活用を促進するとともに、
②オープンAPI等により、農業関連データの共有や統一化を含めたデータ活用環境を整備します。

更に、DXによる食料システム全体の生産性の向上に向け、
③生産から消費までを繋ぐデータ連携基盤（ukabis）を活用し、農業データの川下とのデータ連携を推進します。
＜政策目標＞

スマート農業技術の活用割合を50％以上に向上［令和12年度まで]  

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］大臣官房政策課技術政策室（03-6744-0415）

スマート農業普及のための環境整備スマート農業技術活用促進総合対策

【１．WAGRIやAIの活用等を通じた農業者のデータ活用の促進】

国 交付（定額）
（１③の事業）

委託
民間団体等（公設試、大学を含む） （１①②、２及び３の事業）

（国研）農業・食品産業技術総合研究機構

地域特化型AI

農業関連のデータ、基本AIモデル等をAPIで提供

地域版WAGRI

①農業者の利便性
向上等のため、
FMIS等に入力
されるデータ

（営農情報、圃場
情報等）を
集約・共有・活用
する仕組みの構築
に向けた調査

それぞれの地域におけるデータ等を追加し、地域特化型にカスタマイズ

【３．農業データの川下とのデータ連携の推進】【２．オープンAPI等を活用した
農業関連データの共有・統一化】

ロボットトラクタ 自動運転田植機 水管理システム 自動収量コンバイン

耕起・整地 移植 水管理 収穫

営農支援システム

データ
連携

【地域における実証等】

オープンAPI
水稲に用いる一連の農業

機械とデータ連携

（農業データ連携基盤）

病害虫判定API 生育収量予測API ・・・

＜水稲での活用例＞

分析・提供
(移植・収穫適期情報等）

③
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
強
化
等

市況API

②

・・・・・・ 基本AIモデル・・・

連携 連携

生産（川上） 流通・加工（川中） 販売・消費（川下）
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

JAXAや衛星関連事業者、他府省庁と連携し、衛星データの利用を加速し、ス
マート農林水産業を一層推進させるため、以下の取組を行うとともに、衛星データの
総合的な利活用に向けた研究会を開催します。

 ① 衛星データ利活用拡大に向けた取組
衛星データの利活用拡大を進めるため、これまでに開発・実証された技術の情
報収集・分析を行い、現場ニーズが高く、普及可能性のあるものについて、試
験的な導入やコスト等の評価、利活用事例の対外的な情報発信等を行うこと
で、優良事例の横展開を図ります。

② 新たな衛星データ利活用に向けた調査
農林水産行政の効率化等に向け、衛星データ利活用の新たな手法・分野を
創出し、社会実装していくため、行政ニーズの解決に資する衛星データ活用技術
の適用可能性調査を実施します。

⑤次世代の衛星データ利用加速化事業 【令和８年度予算概算要求額 50（21）百万円】

＜対策のポイント＞
農林水産分野における生産性向上、GX の推進、行政の効率化等に向けては、衛星や各種センサ等で得られたデータの活用が不可欠です。
衛星技術の更なる向上が期待される中、これらに資する衛星データ活用技術の開発・普及及び衛星データの政府調達を推進し、スマート農林水産業の
社会実装を加速するため、以下の取組を行います。
①これまで開発・実証された衛星活用技術の中で、農林水産業分野において現場ニーズが高く、普及可能性のある技術の横展開
②農林水産行政の効率化等に資する、衛星データ活用技術の新たな手法・分野の創出及びその社会実装に向けた適用可能性調査
＜政策目標＞
スマート農業技術の活用割合を50％以上に向上［令和12年度まで]

＜事業の流れ＞

国
委託

［お問い合わせ先］大臣官房政策課技術政策室（03-6744-0415）

スマート農業普及のための環境整備

民間団体等

スマート農業技術活用促進総合対策

マニュアル

・衛星データ利活用
マニュアルの作成等

・衛星データ利活用優良事例の
情報発信

農林水産省

宇宙航空研究開発機構（JAXA）

農林水産分野における衛星データ
利活用の行政ニーズを掘り起こし、
衛星関連事業者等と連携しながら
適用可能性調査を実施

農地の現地確認
業務における衛星
画像の活用

※農林水産分野における地球観測衛星データ等の利用の
推進に関する協定を令和元年に締結

② 新たな衛星データ利活用に向けた調査

① 衛星データ利活用拡大に向けた取組
⑴ 開発・実証された技術の
情報収集・分析

⑵ 衛星活用技術の
    試験的な導入・評価

⑶ 導入事例の情報発信

・これまで開発・実証された衛星
活用技術について整理・分析

技
術
a

技
術
ｂ

技
術
c

衛星を活用した間断
灌漑の観測、メタン
排出量のモデル構築

（これまでの取組事例）
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1

内閣府予算を活用したAI農業社会実装の推進

49

AI等を活用したスマート食料生産基盤の充実・強化に向け、内閣府「研究開発とSociety5.0との橋渡しプログラム（BRIDGE）」を活
用して、AI学習用に全国のデータを公的に収集し、構築したデータセットで学習させた生育予測や病害虫発生予察等の基本AIモデル
を開発・公開するほか、データセット及び基本AIモデルを民間企業等が活用し、精度の高いAIを低コストかつ迅速に開発できる環境を
整備する。



内閣府予算を活用したスマートフードチェーンの推進

「商品コード標準化・ソースマーキング技術による農水産物・食品流通の高度化」
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流通業者の労働力不足や農水産物・食品流通のデジタル化の遅れに対応するため、内閣府「研究開発とSociety5.0との橋渡しプロ
グラム（BRIDGE）」を活用して、農水産物・食品流通の高度化を進める。
具体的には、産地独自のコードから国際標準コードGS1に基づいた個体識別番号を提供するシステムの開発や、個体識別番号を活
用した検品自動化技術の開発等の環境整備を行い、それらを活用した農水産物・食品流通の高度化実証モデルを構築し、普及を
図る。



１．国際標準化で目指すもの

２．今後のスケジュール

センシングデータ
位置・稼働時間等

日
本
企
業
の
進
出
を
後
押
しスマート農機から得られたセンシングデータに基づき農作業を精密制御

（データ駆動型農業）

WAGRI
運行管理アプリ等

日本製農機

海外製農機

営農情報管理システム
（FMIS）

コントラクター等

データ連携

データ交換規格の標準化を主導し、
ASEAN地域に普及

【これまでの成果】
 日本製スマート農機等を活用し、タイ現地の日系スタートアップがデータ駆動型の水田農業（精密

施肥管理等）を実証。コメの単収２割弱増*、肥料の使用量15％減*が可能であることを示した。
*：データは単年度の試験結果

 現在、欧米のフォーラム標準化団体（AgGateway等）と連携し、アジアに適した中小型スマート
農機向けのデータ交換規格の開発・標準化を推進中。

 タイ国政府においても、日本の高度なスマート農業技術の導入に期待。2022年には日タイ事務次
官級会合において今後の技術協力に関する覚書を締結。2023年には日・ASEAN農林大臣会合にお
いて「日ASEANみどり協力プラン」を採択。 精密施肥管理（乗用型管理機）

を現地農業者が操作体験

スマート農業技術の
協力に関する日タイ
覚書締結

2022年
８月

タイ現地におけ
るデータ連携実
証活動を開始

2022年
９月

2025年
２月

タイ現地関係者
を集めたセミナー
開催

ベトナム現地データ
連携実証の開始

AgGatewayと
連携し、水田用
データ交換規格
の標準化

2027年
２月

2027年
３月

WAGRIと同様の
データ連携基盤を
タイで整備し、日
本企業のビジネス
展開を後押し

2025年
7月

2024年
２月

・タイのデータ連携基盤構築に
向けた現地研究機関との協議
・ベトナム参入のためのビジネス
モデル策定

データ交換規格の標準化

スマート農業の海外展開に向けた取組

アジア・モンスーン気候や水田農業といった気候・立地上の農業特性を活かし、我が国の「強み」であるスマート農業技術（データ
活用型農業）のASEAN展開を加速化するため、内閣府SIPで開発されたスマート農機から得られたセンシングデータ等のデータ交
換規格の標準化を日本が主導。
これにより、我が国農機メーカーや農業関連スタートアップのASEAN進出を後押し。
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http://drive.google.com/file/d/1EUQRkLPcX_IZLIZWcab_vgLZMrmfCvMJ/view

